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介護予防・生活支援サービス事業



北九州市の介護予防・生活支援サービス事業

訪問介護

通所介護

全国一律の
サービス

北九州市の介護予防・生活支援サービス
（平成２８年１０月開始分）

予防給付型 従来どおりのサービス

生活支援型 掃除・洗濯などの生活援助のみのサービス

訪問型サービス

予防給付型 従来どおりのサービス

生活支援型 半日タイプのミニデイサービス

通所型サービス

※このほか、介護予防に重点をおいた取り組み（サービスＣ）などを検討中。
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訪問型サービス

類型 予防給付型 生活支援型

サービス
内容

○現在の訪問介護（ホームヘルプ
サービス）
○入浴、排せつ、食事の介助（身体
介護）や掃除、洗濯などの生活全般
にわたる支援（生活援助）
※従来の専門職によるサービス

○生活援助のみ
（老計第10号の範囲内）

対象者

○既にサービスを利用している人な
どで、専門職によるサービスが必要
な場合 など

○身体介護までは必要ないが、家事
等の一部に支障がある場合（生活援
助のみが必要な人） など

サービス
提供者

介護保険事業者
介護保険事業者、
ＮＰＯ・企業 など

※多様な担い手が参入可能

利用者
負担

１割もしくは２割
※従来どおり

１割もしくは２割
※従来どおり

サービス
単価

（例）週１回 1,168単位／月 （例）週１回 915単位／月
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訪問型サービスの単価

介護予防訪問介護 予防給付型 生活支援型

○週１回
１，１６８単位／月

○週２回
２，３３５単位／月

○週２回超（※）

３，７０４単位／月

○週１回
１，１６８単位／月

○週２回
２，３３５単位／月

○週２回超（※）

３，７０４単位／月

※加算も現在の給付と
同等

○週１回
９１５単位／月

○週２回
１，８３０単位／月

○週２回超（※）

２，７４５単位／月

○「予防給付型」・「生活支援型」ともに、包括払い

○「予防給付型」は現行の介護予防訪問介護と同等の報酬単価

○「生活支援型」は国のガイドラインに基づき介護報酬単価以下に設定

1単位＝10.21円

３

※週２回超は要支援２の者のみ



通所型サービス

類型 予防給付型 生活支援型

サービス
内容

○現在の通所介護（デイサービス）
○デイサービスセンター等に通い、
日常生活上の支援（食事、入浴な
ど）や機能訓練などを行う。
※従来の専門職によるサービス

○半日（２～３時間程度）タイプの
デイサービス
○体操、運動、レクリエーション等
を通じて、生活機能・社会的機能の
維持・向上を図る。

対象者

○既にサービスを利用している人
などで、専門職によるサービスが
必要な場合など

○生活機能や社会的機能の維持・向
上が必要な人 など

サービス
提供者

介護保険事業者
介護保険事業者、
ＮＰＯ・企業 など

※多様な担い手が参入可能

利用者
負担

１割もしくは２割
※従来どおり

１割もしくは２割
※従来どおり

サービス
単価

（例）要支援１ 1,647単位／月 （例）要支援１ 1,296単位／月
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通所型サービスの単価

介護予防通所介護 予防給付型 生活支援型

○要支援１
１，６４７単位／月

○要支援２
３，３７７単位／月

○要支援１、事業対象者
１，６４７単位／月

○要支援２
３，３７７単位／月

※加算も現在の給付と
同等

○要支援１、事業対象者
１，２９６単位／月

○要支援２
２，５９２単位／月

※送迎がある場合
９０単位／月

※入浴がある場合
１０５単位／月

○「予防給付型」・「生活支援型」ともに、包括払い

○「予防給付型」は現行の介護予防通所介護と同等の報酬単価

○「生活支援型」は国のガイドラインに基づき介護報酬単価以下に設定

1単位＝10.14円
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介護予防ケアマネジメント

原則的な
ケアマネジメント

簡略化した
ケアマネジメント

該当サービス 予防給付型 生活支援型

介
護
予
防
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

アセスメント ○ ○

原案作成 ○ ○

サービス担当者会議 ○ 一部省略可

利用者への同意・説明 ○ ○

ケアプラン確定・交付 ○ ○

モニタリング
少なくとも
面接１回※／３ヶ月
電話または訪問１回／月

少なくとも
面接１回※／６ヶ月
電話または訪問１回／月

評価 ○ ○

居宅介護支援事業者
への委託単価

新規 ６,５００円／件
継続 ３,８００円／件

小規模多機能型居宅介護事業所加算 ２,７００円／件

（※）原則、自宅を訪問し、面接による実施が必要。

６



総合事業移行へのポイント



移行にあたってのポイント ７

１ 利用者や事業者が混乱しないよう、円滑な移行を図る。
既存の枠組みはできるだけ継続。評価・検証が重要。
⇒ 事業費単価は従来と同様、包括払い＜スライド３，５＞
⇒ 人員・設備基準は国のＧＬと同じ。運営基準は市条例とほぼ同じ。
⇒ 区役所では原則、要支援認定の申請を受け付ける。＜スライド８，９＞

２ 事業設計（サービス内容、単価など）にあたり根拠となる調査を実
施する。事業者や市議会への説明の際に必要。
①地域包括支援センターのケアプラン（１月分）分析＜スライド１０＞
⇒ 訪問介護はほとんど生活援助のみ。利用は掃除が最も多い。
②介護保険サービス参入意向調査＜スライド１１＞
⇒ 市内事業所は介護保険外サービスとして掃除・洗濯などのサービスを報酬

単価の約７割（平均）で提供している。
③要支援者等のサービス利用調査＜スライド１２＞
⇒ 現在利用している人の約２割は生活支援型を希望している。

３ 介護保険担当部署との連携
⇒ 指定手続、給付管理、資格管理、監査、負担軽減制度は給付分とサービス

事業分を一体的に管理する必要がある。



サービス利用の手続き

・サービス利用者、ケアマネジャー等の手間や混乱の防止
・適切なケアマネジメントの実施

＜本市の考え方＞

サービス事業への円滑な移行のため、以下の手順でサービス利用に繋げる。

（１）区役所窓口においては、従来どおり、要支援認定の申請を受け付ける。
（２）基本チェックリスト該当及び介護予防ケアマネジメントの作成依頼届出によ

り事業対象者とするのは以下の場合とする。

○要支援認定で非該当になった場合

○更新において、サービス事業のみの利用が適当と判断された場合など

８



サービス利用の流れ

区役所介護保険窓口や地域包括支援センターへ相談

地域包括支援センターへ相談

○予防給付（全国一律のサービス）
・訪問看護
・福祉用具貸与 など

○介護予防・生活支援サービス事業（市のサービス）
・訪問型サービス（予防給付型、生活支援型）
・通所型サービス（予防給付型、生活支援型）

○一般介護予防事業（市のサービス）

利
用
で
き
る
サ
ー
ビ
ス

要支援１・２

要支援認定の申請（※） 非該当

一定の条件に該当かつ所定の手続き

ケアマネジメント
（地域包括支援センター、居宅介護支援事業者）

※第２号被保険者は
必ず認定が必要

９

ケアマネジメント
（地域包括支援センター）



※平成２５年７月地域包括支援センター作成のケアプラン（６４０人分）調査より

要支援認定者のサービスの利用状況

○訪問介護を利用している366人のうち、「生活援助」の利用
は363人（99％）で、「身体介護」の利用は20人（5％）

○「生活援助」を利用している363人のうち、「掃除」の利用
が349人（96％）、「買い物」の利用が103人（28％）、
「調理・配下膳」が101人（28％）

20
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その他
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市内法人による介護保険外サービス 11

○介護保険事業を実施する市内法人を対象に、掃除・洗濯などの介護保険
外サービスの実施状況、利用料についてアンケート。
○利用料平均は１，８６７円で、介護報酬単価（H26）の約７割。

※平成２６年度介護保険サービス参入意向調査結果より



サービス利用意向調査の結果

＜調査の概要＞
○調査対象者：要支援１・要支援２に該当し、かつ、

訪問介護もしくは通所介護を利用している３，０００名（回収率５８．６％）
○調査期間：平成２７年１１月２日（月）～１１月２０日（金）
○調査内容：各サービス類型の利用意向等

予防給

付型

68.8%

生活支

援型

19.0%

地域によ

る支え合

い

1.6%

短期集

中予防

型

2.1%

無回答
8.6%

予防給

付型

60.3%
生活支

援型

23.0%

地域に

よる支

え合い

0.8%

短期集

中予防

型

5.4%

無回答
10.6%

サービス利用意向
訪問型サービス 通所型サービス

12

※要支援者等のサービス利用調査結果より



2025年に向けた取り組み



地域包括ケアシステムの構築

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっ
ても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよ
う、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシ
ステムの構築を実現。

13



２０２５年度の介護人材

需要見込み 不足数 充足率

全国計 ２５２万９７４３人 ３７万７３６４人 ８５.１％

福岡県 ９万４３１４人 １万５７人 ８９.３％

厚生労働省「2025年に向けた介護人材にかかる需給推計（確定値）（都道府県別）」より

介護人材の不足に対し、どう対応していくか

○団塊の世代が75歳以上になる2025年度（平成37年度）
には、全国で介護職員が約38万人不足する。

○福岡県（北九州市を含む）は約９万４千人の需要に対し、
約１万人不足する。

14



生活支援型（サービスＡ）

＜生活支援型の意義＞
○要支援者の生活支援ニーズに対応するため多様な担い手が参入でき
る「生活支援型（サービスＡ）」を実施。
○２０２５年には介護人材が県内で１割不足すると想定される中、「生活
支援型」の実施は、将来に向けた布石。

15

＜現在の取り組み＞
○産業経済局と連携し、福祉サービス分野への参入を検討する事業者
に事業の詳細を説明（周知）。
○まずは小規模な事業展開。生活支援型のサービス提供事業者として
実績をつくる。介護事業者の重点化にあわせて事業拡大（育成）。
○新規事業者は事業費の請求等の仕組みに不安。国保連と連携して説
明会を開催（支援）。

⇒ 多様な担い手の参入を促進



サービスＢ実施までの流れ（国のイメージ） 16

○住民主体の通いの場は「地域介護予防活動支援事業（一般介護予防
事業）」が中核。
○参加者が要支援者中心になった段階でサービスＢに発展。



サービスＢの検討課題 17

①サービスＢの実施目的は？
ガイドラインは例示であり、実施判断は市町村。
サービスＢで目指すもの。担い手確保？互助の強化？

②まずは現状分析が必要
住民ボランティアが行う活動では様々な課題がある。
⇒ 助成だけでなく、課題に応じた支援の方策の検討が必要。
＜住民ボランティアが抱える主な課題（１～４位）＞

・プログラムの工夫 ・担い手の確保、育成
・サロンの場所を確保 ・財政面の支援

③基準・助成などのルールづくり
「要支援者中心」とは？
その他、人員等の基準、助成額・助成期間、マネジメント、

市への報告書類などを住民ボランティアと協議する必要がある。



地域資源の把握、活用 18

要支援者等に対しては、介護予防給付、介護予防・日常生活支援総合事業の
ほか、地域に実在する様々な地域資源（民間サービス、ボランティアなど）を活
用しながら、心身の状況・生活環境・ニーズに対応した支援を行う。

今後、地域支援コーディネーター（生活支援コーディネーター）が把握した情報
を地域包括支援センター職員が個別支援の際に活用するなど相互の連携が重
要となる。

区役所保健福祉課内に配置

地域包括支援センター職員
・高齢者の総合相談窓口
・個別支援（ケアマネジメント）
・地域ケア会議

地域支援コーディネーター（市社協）
・地域の会合等に参加
・地域資源の情報収集
・サロンの開発

毎月１回情報共有等
の場をもつ



その他



実施スケジュール 19

《平成２５年度》
７月 要支援者のサービス利用実態を把握（包括プランの分析）

《平成２６年度》
８月 介護保険サービス参入意向調査

《平成２７年度》
７月 事業者説明会 ※市内すべての事業者を対象
８月 事業説明会 ※介護保険に参入していないＮＰＯ・企業等が対象
９月 介護保険担当・地域包括支援センターとの協議開始（～１１月）
１月 事業者説明会 ※市内すべての事業者、ＮＰＯ・企業等が対象
３月 市議会説明 ※１０，１２月の３段階で説明

《平成２８年度》
５月 地域包括支援センター職員研修
７月 事業者宛の通知を発出
８月 事業者指定受付開始（8/1～）

出前トーク（市民説明）開催 ※各区で実施
生活支援型訪問サービス（サービスＡ）従事者研修
ケアマネジメント研修 ※各区で実施
新規事業者向けに事業費請求の説明（県国保連に依頼）

１０月 介護予防・生活支援サービス事業開始（予防給付型・生活支援型）



※このため、平成２８年１０月１日以降に更新申請を行ったとしても平成２８年１０

月３１日に認定有効期間が満了する方は、次回更新後の認定有効期間の開始か
らサービス事業の利用となる。

区役所窓口での申請受付は１０月１日から 20

１．平成２８年１０月１日からサービス事業を利用できる者は以下
のとおりとする。

平成２８年１０月１日以降、新規の要支援認定申請を行い、要支
援認定を受けた者

１．平成２８年１０月１日からサービス事業を利用できる者は以下
のとおりとする。

平成２８年１０月１日以降、新規の要支援認定申請を行い、要支
援認定を受けた者

２．平成２８年１２月１日からサービス事業を利用できる者は以下
のとおりとする。

現在、要支援認定を受けていて、平成２８年１１月３０日に認定
有効期間が満了する者

２．平成２８年１２月１日からサービス事業を利用できる者は以下
のとおりとする。

現在、要支援認定を受けていて、平成２８年１１月３０日に認定
有効期間が満了する者



北九州市ホームページで情報発信中 21

北九州市における介護予防・日常生活支援総合事業の情報について
は、北九州市ホームページで閲覧できます。

（URL:http://www.city.kitakyushu.lg.jp/ho-huku/16800224.html）

《閲覧できる内容》
○ 事業者向け通知
○ 各サービスの実施要綱、基準等に関する要綱
○ Ｑ＆Ａ
○ 市民向けリーフレット
○ 指定申請手続
○ 生活支援型訪問サービス従事者研修の開催
○ 市内事業者リスト（サービス別） ※今後掲載予定

○ サービスコード表、マスタ表 ※今後掲載予定

○ 介護予防ケアマネジメントに関する業務手順書
○ その他（各種様式、一般介護予防事業など）



ご清聴ありがとうございました


